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研究成果の概要（和文）：日本と同様に単一国家でありながら、2001 年の憲法改正によりサブ

ナショナル政府である州に権限を委譲しはじめたイタリアを調査し、単一国家における地方分

権化の可能性を探った。特に、イタリアの特別州は、憲法改正によって普通州に権限が委譲さ

れるのに先立って多くの権限が委譲されているため、その状況・課題について、特に国と地方

との関係、財政、行政サービスを中心に調査し、現在財政の分権化が進められている普通州の

今後、そして日本の道州制への課題を考察した。 

 
研究成果の概要（英文）：Studying on Italy, which is an unitary state like Japan, but starting 

to decentralize to the sub-national governments or the Regions since the Constitutional 

reform of 2001, the recipient investigated the possibility of decentralization in unitary state. 

Since many functions had been transferred to the Italian Special Autonomous Regions in 

prior to the Constitutional reform, which gave many competences to the ordinary regions, 

the recipient investigated especially the Special Autonomous Regions, focusing on their 

relationship with the state, their financial arrangement, and their public service delivery. 

Thus the recipient analyzed the future situation of the ordinary regions, where the 

financial decentralization is undergoing, and the issues of “Doshusei” or regionalization in 

Japan. 
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１．研究開始当初の背景 

(1) イタリア国内においても先行研究の少

ない特別州の制度、その行財政運営の実態、

国との関係について、５特別州での現地調査

を中心に分析しようとする。 

 

(2) 日本の道州制の課題に国際比較の視点、
また単一国家において連邦制的な要素を導
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入することの可能性、限界、そしてさらに、
イタリア特別州の存在が示唆する一国二制
度の可能性などを考察することは、日本にお
ける政策形成の今後にも寄与する点が大き
いと思われるため、イタリアの特別州の調査
を通じて、日本の道州制の議論に貢献するこ
とをめざす。 

 

２．研究の目的 

 

(1) 近年さかんに議論されている日本にお
ける道州制の問題を考察するにあたり、日本
と同じ単一国家でありながら立法権を持つ
州を確立、連邦制的な要素を導入し、きわめ
て示唆に富む歴史、制度、事例を提供してい
るイタリアの州制度について、その中でも特
に、それぞれの歴史的、地勢的、民族的、政
治的、経済的な独自性を尊重して設置された
５つの特別州について、その経緯、制度、行
財政の現状、国との関係などを明らかにする。 

 

(2) イタリア国内においても先行研究の少
ない特別州の制度、その行財政運営の実態、
国との関係について、５特別州での現地調査
を中心に分析し、それを通じて、日本の道州
制の議論に貢献することをめざす。 

 

３．研究の方法 

 
(1) イタリアの地方自治制度、州制度につい
ての調査 

イタリアの地方自治制度、州制度について
は既に研究代表者自身の業績があるが、先ず
これらについても最新の情報、学説、政治的
イシューなどを収集することで更新を図っ
た。 

このため、所管省庁であるイタリア内務省、
内閣府公共機能庁、同州問題庁をはじめ、国
と州との間の利害調整機関である国家＝州
会議、国家＝都市会議、統一会議、立法権の
ある州と国との係争処理にあたる憲法裁判
所などに対してヒアリング調査を実施した。
政治イシューの収集方法としては、政治家、
研究者に対してインタビューを行った。研究
期間中にイタリアにおいては政権交代があ
ったため、新旧の政治勢力に対してインタビ
ューを実施した。州における政権交代はさら
に頻繁であるため、政治的に重要な変化であ
る場合のみ、再インタビューを行った。 

 

(2) 特別州についての調査 

特別州については、５特別州すべてについ
て、現地調査によって資料収集、関係者への
ヒアリング、実態分析などを行った。ヒアリ
ングは、州政府、州議会、県政府、県庁所在
地のコムーネ（基礎自治体）、コムーネ共同
体、県庁所在地に設けられている国の出先機

関であるプレフェットゥーラなどに対して
実施した。 

特にプレフェトゥーラは、シチリア州とト
レンティーノ＝アルト・アディジェ州におい
ては呼称のみならず、また性質、機能も大き
く異なるため、重点的に調査した。 

トレンティーノ＝アルト・アディジェ州は、
トレント自治県とボルツァーノ自治県から
なるため、この特別州については、州の他、
２自治県、２県庁所在地基礎自治体に対して
ヒアリングを実施した。 

 

(3) 資料、データ、ヒアリング結果等の分析 

 資料、データ、ヒアリング結果等の分析に
ついては、主にイタリアの研究者の意見を聴
取しつつまとめた。統計資料や諸データの一
部については、州横断的に情報が存在しない
ことも多いため、可能な限り、５特別州につ
いて統一的なデータを確保した。 

イタリア国内の研究者としては、地方行政
制度の研究者のみならず、憲法学者、歴史学
者、社会学者、言語学者などの意見も聴取し
た。これは、特別州の問題がこれまでは主に、
歴史学や社会学から、また少数民族や言語マ
イノリティの問題として扱われてきたこと
に由来する。 

 

(4) 特別州における行政サービス実態調査 

 フリウリ＝ヴェネツィア・ジュリア州とシ
チリア州においては、州および地元のウディ
ネ大学の協力を得て、行政サービスの実態調
査を実施した。前者においてはコムーネと州
の関係を知るため、州の行政サービスに対す
るコムーネの満足度を調査し、後者について
は、州の行政サービスの決定過程に影響を与
える要素を探るため、州のサービス供給の意
思決定を分析した。 

 

(5) 特別州における政府間関係に関する実態
調査 

 シチリア州においては、州と基礎自治体で
あるコムーネとの間の関係について、州およ
び地元のパレルモ大学経済学部の協力を得
て、実態調査を実施した。特に、観光政策、
文化政策、環境政策など、複数の行政領域に
かかる政策の意思決定過程に注目し、州がコ
ムーネに与える影響、関係するその他のアク
ターの影響などを分析した。特別州の中でも
際立って独立性の高いシチリア州において、
その州とコムーネの関係は、他におけるそれ
とは異なり、より直接的であるといえる。 

 

４．研究成果 
 
(1) イタリア国内においても先行研究の少
ない特別州の制度、その行財政運営の実態、
国との関係、行政サービスの提供等について、



 

 

現地調査を中心に研究することにより、その
実証的なデータ、分析は、イタリア国内にお
いても一定の評価を得ることができた。 

特にフリウリ＝ヴェネツィア・ジュリア州
における行政サービスの満足度と効率に関
する調査の成果は、研究者のみならず、行政
関係者にも注目され、内外の学会において論
文が選出されたのみならず、各地の行政機関
からも報告の依頼がある。 

また、この成果を受けて、シチリア州およ
び地元のパレルモ大学との共同研究による
同種の行政サービスに関する調査が開始さ
れた。ヴァッレ・ダ・オスタ州およびヴァッ
レ・ダ・オスタ大学もまた、同様の調査研究
への関心を示しており、近く、具体化に向け
た調整を実施する予定である。サルデーニャ
州においては、カリアリ大学から調査の打診
があり、州との調整ができれば同種の調査を
実施する予定である。 

 

(2) イタリアにおいて財政連邦制の導入が
急ピッチで進められる中、特別州における行
財政運営の課題、行政サービスの特殊性や課
題を調査した本研究は、財政連邦制の今後を
占うものとして本国においても注目された。
財政学を専門とするイタリアの研究者と新
たなプロジェクトに参加、また行政機関に対
してアドバイスをする機会に恵まれた。 

特別州の関心が高く、これまでに、フリウ
リ＝ヴェネツィア・ジュリア州、サルデーニ
ャ州において、州の管理職に対するセミナー
を実施した。シチリア州からも要望があり、
今後、調整ができれば実施する予定である。 

 

(3) イタリアの経験を調査、分析する中で、
行政サービスの供給、行政改革、財政再建、
合併などについては日伊の比較を実施した
が、これらを通じて日本の道州制の議論に一
定程度貢献することをめざした。実際、日本
における道州制の議論に対し、国際比較の視
点、また単一国家において連邦制的な要素を
導入することの可能性、限界、そしてさらに、
イタリア特別州の存在が示唆する一国二制
度の可能性などを提示することができた。 

 全国知事会をはじめ、日本の地方自治体に
関するさまざまな組織、経済団体などより、
研究成果の発表を依頼された。日本の道州制
への関心から、イタリアの経験を調査した当
研究が注目されたといえる。 

 

(4) 2008 年にはイタリア人研究者１名を日
本に招聘し、日本人研究者、実務家を交え、
行財政の分権化に関するシンポジウムを、
2009 年にはイタリア人研究者５名を日本に
招聘し、日本人研究者、実務家、政治家を交
え、イタリアの財政連邦主義と日本の道州制
を考察するシンポジウムを開催した。活発な

議論が行われ、特に後者の成果については、
Routledge より書籍化することが決まってお
り、現在、編集作業中である。 

 

(5) イタリアの５特別州における調査研究
活動の結果、各地の行政機関・大学との交流
が生まれ、既にフリウリ＝ヴェネツィア・ジ
ュリア州、ヴァッレ・ダ・オスタ州、シチリ
ア州、サルデーニャ州の４州においては州政
府および域内のコムーネと協力関係にある。
また、ウディネ大学（フリウリ＝ヴェネツィ
ア・ジュリア州）、ヴァッレ・ダ・オスタ大
学（ヴァッレ・ダ・オスタ州）、パレルモ大
学（シチリア州）、カリアリ大学（サルデー
ニャ州）、トレント大学（トレンティーノ＝
アルト・アディジェ州）と交流でき、うちウ
ディネ大学、ヴァッレ・ダ・オスタ大学、カ
リアリ大学においては集中講義・講演を行い、
調査研究の成果を、特に日本との比較におい
て発表する機会を得た。 

 

(6) 特別州の行政組織およびその機能とサ
ービスに注目した調査研究が一定程度進ん
だ結果、調査実施地域において、さらに州の
行政に対する市民参加の状況、州と基礎自治
体の政府間関係、そして州における行政マネ
ジメントにおけるイノベーションについて
の調査研究の必要が認識されるようになっ
た。 

行政サービスの向上のための市民参加に
ついては、イタリアにおいても近年注目され
つつあり、また、行政マネジメントにおける
イノベーションの重要性、必要性はまた、世
界的に注目されている。このため、当該研究
の続編にあたる、イタリアの特別州における
経営革新、政府間関係、そして市民参加につ
いての海外学術調査を申請、今後実施してい
く予定であるが、当研究によってその環境、
条件が整ったといえる。 
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